
平成 23年度税制改正（租税特別措置）要望事項（新設・拡充・延長） 

（環境省） 

制 度 名 
国立公園特別保護地区等の生物の多様性の保全上重要な土地に係る相
続税の特例措置の創設 

税 目 相続税 

要

望

の

内

容

 

生物多様性条約第 10回締約国会議に向けて提出の準備を進めることを平成 22年６
月 15日に閣議了解した、「地域における多様な主体の連携による生物の多様性の保全
のための活動の促進等に関する法律案」第十二の二（一）に規定する、自然公園法に
おける国立公園特別保護地区及びこれに準ずる区域として環境大臣が指定する区域
（以下「特別保護地区等」という。）の土地の所有者が、当該土地について同法第 43
条に規定する風景地保護協定を環境大臣と締結した場合には、当該土地の相続に係る
相続税については、当該土地を物納劣後財産・管理処分不適格財産として取り扱わな
い特例措置を創設する。 
 

 

 
平年度の減収見込額 
（制度自体の減収額） 

▲22百万円 

（ － ） 



新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

⑴ 政策目的 

 

特別保護地区等の生物の多様性の保全上重要な土地について、当該土地所有者が風
景地保護協定を環境大臣と締結することを促進することにより、環境大臣が必要な管
理を実施し、当該土地における生物多様性の保全を図るものである。 

また、風景地保護協定が締結された当該土地について、相続時の物納が促進され、
環境大臣の所管地とされることによって、環境大臣による恒久的かつ一貫した管理が
可能となることからも、生物多様性の保全が図られるものである。 

 

⑵ 施策の必要性 

 

特別保護地区等においては多くの民有地が存在しており（約４万６千 ha）、そうし
た民有地においてシカや外来生物等による被害が発生した場合に、当該被害に対する
処置を講ずることについての土地所有者の同意が得られないために、外来生物の駆除
等被害抑制のための措置が妨げられることがある。また、特別保護地区等の民有地に
おける生物多様性が、土地所有者に認められる管理行為によって損なわれることもあ
る。こうした問題に対しては、環境大臣が土地所有者と風景地保護協定を締結するこ
とによって、そうした措置に対する包括的同意を事前に得ることができ、当該被害に
対して迅速かつ有効に対処することが可能となる。 

 

しかし、特別保護地区等において風景地保護協定は現在締結されていないため、土
地所有者等が風景地保護協定を締結するインセンティブを設けることが必要である。
このため当該インセンティブとして、風景地保護協定の対象地について、公道に通じ
ていない等の理由により管理処分不適格財産又は物納劣後財産とされている対象地の
物納を可能とする等、物納要件を緩和することが必要である。 

 

また、自然環境は一度損なわれるとその原状回復は著しく困難であり、保全に当た
っては迅速な対応が必要であるところ、特別保護地区等内の民有地においては、自然
環境の保全を図るための自然公園法等に基づく工作物の構築や立木の伐採などの各種
行為の規制と、土地所有者の権利との調整を要する事例が度々生じている。このた
め、特別保護地区等内の民有地については、本来的には恒久的かつ一貫した管理が適
切に行われることが望ましい。物納要件の緩和を通じて、特別保護地区等内の民有地
が物納され環境大臣が所管することにより、環境大臣による恒久的かつ一貫した管理
を適切に行うことが可能となることから、風景地保護協定が締結された土地であり管
理処分不適格財産又は物納劣後財産とされている土地の物納要件の緩和が必要であ
る。 

 

生物多様性基本法第 14条においては、我が国の自然環境を代表する自然的特性を有
する地域の保全措置を国が講ずることが規定されていることから、そうした地域に該
当する特別保護地区等における保全のために、税制改正を通じて国（環境大臣）が関
与することは合理的である。また、「地域における多様な主体の連携による生物の多
様性の保全のための活動の促進等に関する法律案」第十二の二においては、特別保護
地区等における民有地の生物多様性の保全は、土地所有者の協力を得つつ、環境大臣
が行うことが望ましいという考え方が示されている。 

 

今

回

の

要

望

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

 

５．生物多様性の保全と自然との共生の推進 

５－２．自然環境の保全・再生 
 

政 策 の 

達成目標 

 
生物多様性国家戦略2010（平成22年３月16日閣議決定）において
は、中長期目標（2050年）として、「人と自然の共生を国土レベル、
地域レベルで広く実現させ、わが国の生物多様性の状態を現状以上に
豊かなものとするとともに、人類が享受する生態系サービスの恩恵を



持続的に拡大させる」ことを、短期目標（2020年）として、「地域に
固有の動植物や生態系を地域の特性に応じて保全するとともに、生態
系ネットワークの形成を通じて国土レベルの生物多様性を維持・回復
する」ことを掲げている。 
 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

 
恒久措置 
 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

 
 
－ 
 
 

政策目標の

達 成 状 況 

 
○国立公園等について、我が国の生物多様性保全の屋台骨として、ま

た、国民の自然とのふれあいの場として、適切に保護管理が進めら

れている。 

○国立公園や世界自然遺産地域などの原生的な自然環境、優れた自然

及び里地里山などの二次的な自然環境、沿岸海域などの効果的な保

全・管理について、目標達成のためのより効果的な手法の検討が必

要。 
 

有 

効 

性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み 

 
 
４人／年 
 
 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

 
特別保護地区等内の土地は規制が厳しく、その処分に困るケースが
あるが、こうした私有地において物納要件を緩和することによって、
相続時における土地の処分が容易となることから、物納要件の緩和
は、環境大臣との風景地保護協定の締結を促進するためのインセンテ
ィブとして有効である。 
また、物納要件の緩和を通じて、特別保護地区等内の民有地が物納
され環境大臣が所管する場合には、環境大臣による恒久的かつ適切な
管理が可能となることからも、物納要件の緩和は有効である。 
 

相 

当 

性 
当該要望項 

目以外の税

制上の支援

措 置 

 
 
－ 
 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

 
 
特別保護地区等内の土地を買い上げ、環境大臣の所管地とする特定
民有地買上事業は、平成22年度予算が約２億４千万円。 
 
 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

 
特別保護地区等内の土地の物納を通じて環境省が所管し、恒久的か
つ適切に管理を行うこと、という政策目的については、上記の予算に
よって措置がなされているものの、その額は限定的であり十分ではな
い。 
 

要望の措置 

の 妥 当 性 

 
生物多様性の保全のために国が恒久的かつ一貫した管理を適切に行
うためには、予算措置により国が直接買い上げることが考えられる
が、土地が相続される場合は、土地の所有権が細分化されることが通
例であり、その後の買上げがより困難となり、適切な管理ができなく
なる。このため、本税制措置により、風景地保護協定の締結の促進を



図りつつ、相続を契機として国に所有権を移すことは妥当である。 
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租税特別 

措 置 の  

適用実績 

 
 
－ 
 
 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

 
 
－ 
 
 

前回要望時 

の達成目標 

 
 
－ 
 
 
 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

 
 
－ 
 
 
 
 

これまでの 

要 望 経 緯 

 
平成 22年度税制改正要望においては、自然公園法における国立公
園特別保護地区及び第１種特別地域、絶滅のおそれのある野生動植物
の種の保存に関する法律における生息地等保護区管理地区及び鳥獣の
保護及び狩猟の適正化に関する法律における国指定鳥獣保護区特別保
護地区に指定されている土地について、当該土地所有者が納付するべ
き所得税、法人税又は相続税について当該土地の物納を認め、当該土
地を環境省が所管地として管理する制度を創設することを要望してい
た。 
 

 


